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ヘテロ接合太陽電池製造技術／従来技術の概要

（１）三洋オリジナルＨＩＴ太陽電池の特許権消滅＝Ｈ２２年９月２０日

（２）ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の構造の一例

（３）多結晶シリコン太陽電池の一例

（４）ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の製造方法の一例（シャープ）

（５）イオンダメージを抑制したパッシベーション膜の重要性

（６）ＲＦ電力を用いる容量結合型プラズマの電位分布及びシースの概念

（７）プラズマＣＶＤによるパッシベーション膜及び非晶質膜形成の位置付け

（８）従来技術の課題と各社の対応策



オリジナルＨＩＴ太陽電池（三洋）特許２１３２５２７
（権利消滅／Ｈ２２年９月２０日）

【請求項１】

互いに逆導電型の関係を有
する単結晶半導体と非単結
晶半導体とが順次積層され
てなる光起電力装置に於て、

前記両半導体間に、数Å以
上250Å以下の膜厚を有する
真性非単結晶半導体を介在
させたことを特徴とする光起
電力装置。

（４）アルミニュウムなど電極、

（５）は透明導電膜

●筆者コメント：ＨＩＴ太陽
電池は単結晶Ｓｉを入手で
きば、プラズマＣＶＤ装置
で容易に製造できる。発
電効率２０％～２６％が容
易に実現可能。



三洋／ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の構造の一例

前記ｎ型結晶シリコン基板２００の受光面側
の表面２０９は凹凸形状になっている。

前記凹凸形状を有する表面２０９に、ｉ型ア
モルファスシリコン膜型（厚み、例えば、約１
０ｎｍ）２０１と、光反射防止膜（例えば、ＳｉＮ
ｘ、厚み、例えば、約７０ｎｍ）２０２がその順
に形成されている。

前記単結晶シリコン基板２００の裏面の所
定の領域に、ｉ型アモルファスシリコン膜（厚
み、例えば、約１５ｎｍ）２０１、ｐ型アモル
ファスシリコン膜（厚み、例えば、約１０ｎｍ）
２０３、第１の透明電極（例えば、ＩＴＯ、ＳｎＯ
２、ＺｎＯなど、厚み、例えば、約７０ｎｍ）２０
４及びｐ型電極（厚み、例えば、約２００ｎｍ）
２０５がこの順に形成されている。



三洋／ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の構造の一例

右図に示すｎ型結晶シリコン基板２００
の

表面及び裏面のｉ型アモルファスシリコ
ン膜２０１の膜を、同時に製膜できれ
ば、即ち、両面の同時製膜ができれ
ば、製膜の工程が１工程減ることから、

太陽電池の製造時間が短縮され、か
つ、プラズマＣＶＤ装置が１つ減らせる
ことから、製造コストの低減に貢献で
きるのであるが、

従来技術において、基板２００の両面
への同時製膜ができない。 【問題】筆者コメント：従来技術では、表

面と裏面に同時製膜できない⇒２つの工程
必要



従来型／結晶シリコン系太陽電池の代表的構造（多結晶シリコン太陽電池）の一例

ｐ型多結晶シリコン基板１００の表面に形成さ
れたｎ型拡散層１０２、ｐ型多結晶シリコン基
板１００とｎ型拡散層１０２の間に形成されたｐ
ｎ接合、ｐ型多結晶シリコン基板１００の裏面
に形成されたｐ＋型裏面電界層１０３、ｎ型拡
散層１０２の上に形成された反射防止膜１０４、
例えば窒化シリコン膜（ＳｉＮｘ）、ｐ型多結晶シ
リコン基板１００の裏面に形成されたパッシ
ベーション膜１０６、例えば窒化シリコン膜（Ｓｉ
Ｎｘ）及びシリコン基板１００の両面に形成され
た電力取り出し用の電極１０５を有する。

なお、反射防止膜１０４及びパッシベーション
膜１０６はパッシベーション効果を有する。



従来型／結晶シリコン系太陽電池の代表的構造（多結晶シリコン太陽電池）の一例

右図に示すパッシベーション膜１０６、例えば、
窒化シリコン膜（ＳｉＮｘ）及び反射防止膜１０４、
例えば、窒化シリコン膜（ＳｉＮｘ）の膜を、

同時に製膜できれば、即ち、両面の同時製膜
ができれば、製膜の工程が１つ減ることから、
太陽電池の製造時間が短縮され、かつ、プラ
ズマＣＶＤ装置が１つ減らせることから、製造
コストの低減に貢献できるのであるが、従来
技術において、基板１００の両面への同時製
膜ができない。

【問題】筆者コメント：従来技術では、表面と
裏面に同時製膜できない⇒２つの工程必要



光電変換素子および光電変換素子の製造方法 特開2014-183073／シャープ

【発明が解決しようとする課題】
以下、図１１～図２７の模式的断面図を参照して、

ヘテロ接合型バックコンタクトセルの製造方法の一例について説明する。
●フォトリソグラフイ工程が４回含まれる複雑なプロセスである

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ

【問題】筆者コメント：コスト
競争力の強化を図るには

単純なプロセスを創出する
必要がある



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ

・受光面にテクスチャ構造（図示せず）が形
成されたｎ型の単結晶シリコンからなるｃ－
Ｓｉ（ｎ）基板１０１の裏面上に、ｉ型の非晶質
シリコン膜とｐ型の非晶質シリコン膜とがこ
の順序に積層されたａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２を
形成する

・次に、ｃ－Ｓｉ（ｎ）基板１０１の受光面上に、
ｉ型の非晶質シリコン膜とｎ型の非晶質シリ
コン膜とがこの順序に積層されたａ－Ｓｉ（ｉ
／ｎ）層１０３を形成する。

積層されたｉ／ｐ層１０２

積層されたｉ／ｎ層１０３



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

・ａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２の一部の裏面上に
フォトレジスト膜１０４を形成する。ここで、
フォトレジスト膜１０４は、ａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層
１０２の裏面の全面にフォトレジストを塗
布した後に、露光技術および現像技術に
よってフォトレジストをパターンニングす
ることによって形成される。

・フォトレジスト膜１０４をマスクとして、ａ
－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２の一部をエッチングす
ることによって、ｃ－Ｓｉ（ｎ）基板１０１の裏
面を露出させる。

●フォトリソグラフイ・・・１回目

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

・フォトレジスト膜１０４を除去した後
に、フォトレジスト膜１０４を除去して
露出したａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２の裏面
およびエッチングにより露出したｃ－
Ｓｉ（ｎ）基板１０１の裏面を覆うようにｉ
型の非晶質シリコン膜とｎ型の非晶
質シリコン膜とがこの順序に積層さ
れたａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０５を形成する。

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

・ａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０５の一部の裏面上
にフォトレジスト膜１０６を形成する。こ
こで、フォトレジスト膜１０６は、ａ－Ｓｉ（ｉ
／ｎ）層１０５の裏面の全面にフォトレジ
ストを塗布した後に、露光技術および
現像技術によってフォトレジストをパ
ターンニングすることによって形成され
る。

・フォトレジスト膜１０６をマスクとして、
ａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０５の一部をエッチン
グすることによって、ａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１
０２の裏面を露出させる。

●フォトリソグラフイ・・・２回目

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

・フォトレジスト膜１０６を除去した後に、

フォトレジスト膜１０６を除去して露出し
たａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０５の裏面および
エッチングにより露出したａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）
層１０２の裏面を覆うように透明導電酸
化膜１０７を形成する。

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

・透明導電酸化膜１０７の一部の裏面上
にフォトレジスト膜１０８を形成する。ここ
で、フォトレジスト膜１０８は、透明導電酸
化膜１０７の裏面の全面にフォトレジスト
を塗布した後に、露光技術および現像技
術によってフォトレジストをパターンニング
することによって形成される。

・フォトレジスト膜１０８をマスクとして、透
明導電酸化膜１０７の一部をエッチングす
ることによって、ａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２およ
びａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０５の裏面を露出させ
る。

●フォトリソグラフイ・・・３回目

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ



ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法

・フォトレジスト膜１０８を除去した後に、

ａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２およびａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０
５の露出した裏面および透明導電酸化膜１０７
の一部の裏面を覆うようにフォトレジスト膜１０
９を形成する。ここで、フォトレジスト膜１０９は、
ａ－Ｓｉ（ｉ／ｐ）層１０２およびａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０
５の露出した裏面および透明導電酸化膜１０７
の裏面の全面にフォトレジストを塗布した後に、
露光技術および現像技術によってフォトレジス
トをパターンニングすることによって形成され
る。

●フォトリソグラフイ・・・４回目
（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ



・透明導電酸化膜１０７およびフォトレジス
ト膜１０９の裏面全面に裏面電極層１１０を
形成する。

ここで、裏面電極層１１０は、ｃ－Ｓｉ（ｎ）基
板１０１の裏面の全面にアルミニウムペー
ストを塗布した後に焼成することによって
形成される。

・透明導電酸化膜１０７の表面の一部のみ
に裏面電極層１１０を残すようにして、リフ
トオフによりフォトレジスト膜１０９および裏
面電極層１１０を除去する。

（リフトオフ）シリコンなどの基板にフォトレ
ジストでパターニングしておき，その上か
らスパッタリングなどで金属などを成膜し
た後，レジストを溶解することで所望のパ
ターンを形成する方法 （出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ

ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法



ａ－Ｓｉ（ｉ／ｎ）層１０３の表面上に

反射防止膜１１１を形成する。

以上により、

ヘテロ接合型バックコンタクト
セルが完成する。

（出典）特開２０１４－１８３０７３／シャープ

ヘテロ接合型バックコンタクト（裏面接合型）太陽電池の製造方法



ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の製造における

イオンダメージを抑制したパッシベーション膜の重要性

“プラズマＣＶＤによる界面不活性化（パッシベーション）膜”の主たる役割は、Ｓｉ基板の表
面・裏面の欠陥密度を低減することによって、光吸収により生成されたキャリア（正孔・電
子）の損失を防止することである。したがって、プラズマＣＶＤによるパッシベーション膜の
形成時にイオン衝撃やプラズマチャージアップ破壊を起こさないことが求められる。

●パッシベーション膜形成時のイオンダメージの抑制：イオン衝撃による表面へのダメー
ジは基板の欠陥密度を増大させる。

（ａ）電気的ダメージ（チャージングダメージ）・・・電子温度Ｔｅ及びシースにかかる電位差Ｖ
（図３：プラズマ電位）を低下させることが必要である。即ち、ＲＦ電力を極力小さくした製膜
条件（製膜速度を極力、遅くする）の選定が必要である。

（ｂ）物理的ダメージ（物理的な衝撃）・・・物理的ダメージを抑制するには、シースにかかる
電位差（プラズマ電位）Ｖ、即ち、ＲＦ電力（ＲＦ電圧）を極力小さくした製膜条件の選定が
必要である。

（ｃ）光照射ダメージ・・・光照射ダメージを抑制するには、ＲＦ電力を極力小さくした製膜条
件の選定が必要である。

●ＲＦ電力を用いる限り、イオンダメージ対策はＲＦ電力を小さくする以外は無い。



ＲＦ電力を用いる容量結合型プラズマの電位分布及びシースの概念

整合器

Ｖｐ：プラズマの電位（正）
電源

－

＋

０

Ｖ１：非接地電極／プラズマ間（シース）の
電圧降下

Ｖ２：プラズマ／接地電極間
（シース）の電圧降下

自己バイアスＶｂ
＝－（Ｖ１ーＶ２）

シース

Ｖｐ：プラズマ電位（正）

プラズマ

接地電極

非接地電極



プラズマＣＶＤによるパッシベーション膜及び非晶質膜形成の位置付け

セルの発電効率（％）＝Ｖｏｃ（Ｖ）ｘＪｓｃ（ｍＡ／ｃｍ２）ｘＦＦ（％）

●イオンダメージ無しのプラズマＣＶＤを用いれば、Ｖｏｃ、Ｊｓｃ、ＦＦ（％）を大幅に、改善可能

イオンダメージ無しのパッシベーション膜形成／ＶＨＦプラズマＣＶＤ活用

ヘテロ接合型

太陽電池
・基板表面に、ｉ型ａ－Ｓｉ膜
を形成

・ｉ型ａ－Ｓｉ膜上に光反射膜
（ａ－ＳｉＮｘ）を形成

バックコンタクト型

太陽電池
・基板裏面に、パッシベー
ション膜、ｉ型ａ－Ｓｉ膜、

ｐ型ａ－Ｓｉ膜、ｎ型ａ－Ｓｉ膜、

ＳｉＮｘ等を形成

・基板表面に光反射膜

（ＳｉＮｘ）を形成

ヘテロ接合バックコンタ
ク型太陽電池

・基板裏面に、パッシーベショ
ン膜、ｉ型ａ－Ｓｉ膜、

ｐ型ａ－Ｓｉ膜、ｎ型ａ－Ｓｉ膜、

ＳｉＮｘ等を形成

・基板表面に光反射膜

（ＳｉＮｘ）を形成



従来技術の課題と各社の対応策

（１）多結晶Ｓｉ基板の表面側のみにＳｉＮ薄膜を形成した多結晶Ｓｉ太陽電池では、
裏面側での欠陥の不活性化効果が無く、変換効率の向上が図れなかった。

（２）多結晶Ｓｉ基板の両面に成膜を行うには、表面側と裏面側の２回に分けて成膜
を行うため、片面のみの成膜の場合と比して２倍の処理時間を要するのでスルー

プットが低下する

（３）各社の対応
●三菱電機：両面製膜技術を特許化（プラズマが非一様⇒実用化は無理）
●三洋電機：表面製膜の後、基板を反転し裏面に製膜させる方法

●三菱電機：インライン方式の前半でデポアップ型製膜室で裏面製膜し、その後デ
ポダウン型製膜室へ移し、表面製膜する。



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

【発明が解決しようとする課題】

●多結晶Ｓｉ基板の表面側のみにＳｉＮ薄膜を形成した多結晶Ｓｉ太陽電池では、裏面
側での欠陥の不活性化効果が無く、変換効率の向上が図れなかった。

●また、素子特性向上のために従来のプラズマＣＶＤ装置を用いて多結晶Ｓｉ基板の
両面に成膜を行うには、表面側と裏面側の２回に分けて成膜を行うため、

片面のみの成膜の場合と比して２倍の処理時間を要するのでスループットが低下す
ることに加えて、

最初に成膜した面が再度の成膜時には電極板に接触するため薄膜に損傷を与えた
り、被成膜基板の加熱冷却工程を２度繰り返すために多結晶Ｓｉ基板そのものの品質
の低下を引き起こしたりする問題があった。

（出典）特許4496401／三菱電機



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

【請求項１】

真空チャンバーと、前記真空チャンバー内で交互に対向配置されたアノード電極板
およびカソード電極板と、前記両電極板に高周波を印加して両電極板間に高周波プ
ラズマを発生させる高周波電源と、 を備え、前記アノード電極板、カソード電極板の
両方または一方の被成膜基板を載置する領域に前記被成膜基板に略一致した形状
を呈し、前記被成膜基板の両面を前記高周波プラズマに曝さらす開口部を少なくとも
１以上有し、前記開口部で前記被成膜基板を載置する面と反対側に面する部分に所
望のパターン形状に対応した遮蔽領域が設けられていることを特徴とするプラズマＣ
ＶＤ装置。

【請求項２】前記開口部の内周部分に前記被成膜基板を保持するための突起部を設
けたことを特徴とする請求項１記載のプラズマＣＶＤ装置。

（出典）特許4496401／三菱電機



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

１は成膜用材料ガスが封入されたガスボンベ、
２はガス供給コントローラ、３はガス供給ノズ
ル、４は真空チャンバー、

５はアノード電極板、６はカソード電極板、

７は複数のアノード電極板間あるいはカソード
電極板間を電気的に接続するコネクタ、

８は被成膜基板、９は高周波電源、１０は高周
波電源により発生したプラズマ、１１は真空排
気系、

５０は端部アノード電極板、

５１は中央部アノード電極板、

６０は端部カソード電極板、

６１は中央部カソード電極板

（出典）特許4496401／三菱電機



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

中央部アノード電極板５１および中央部カ
ソード電極板６１のような電極板１３には

開口部１４が設けられている。

かかる開口部を塞ぐように載置された被成
膜基板８では、１回の成膜プロセスで表面側
には被成膜基板８の全面に薄膜１５が形成
され、さらに裏面側にも開口部１４に対応し
た形状で薄膜１６が形成される。

なお、端部アノード電極板５０および端部カ
ソード電極板６０にはかかる開口部は設けら
れていない。

（出典）特許4496401／三菱電機



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

中央部アノード電極板５１および

中央部カソード電極板６１には

開口部１４が設けられている。

（出典）特許4496401／三菱電機



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

（出典）特許4496401／三菱電機



プラズマＣＶＤ装置および太陽電池の製造方法 特許4496401／三菱電機

電極板１３の開口部１４を覆うように被成膜
基板８を載置して成膜を行ったが、

この場合には右図に示すように

被成膜基板８の表面側全面１５

および裏面側の中央部１６に所望の膜を成
膜することができる。

（出典）特許4496401／三菱電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

【従来の技術】

・ＨＩＴ（heterojunction with intrinsic thin layer）構造太陽電池に用いられる非晶質
半導体膜は、減圧下におけるプラズマＣＶＤ法などの方法によって半導体基板上
に形成される。

・また、これらの半導体装置は複数の半導体膜を含んでおり、それぞれの膜は連
続分離形成法によって対応する個別の減圧反応室で順次形成される。

・半導体基板の対向する両主面上に半導体膜を形成する必要がある場合には、
減圧反応室内で基板の一方の主面上に半導体膜を形成した後に、その基板は
減圧反応室から大気中へ一旦取り出される。

・そして、大気中に取り出された基板の表裏を反転させた後に、その基板は再度
減圧反応室内へ導入され、基板の他方の主面上に半導体膜が形成される。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

【発明が解決しようとする課題】

・上述のような先行技術によれば、減圧反応室から基板を大気中に一旦取り出してその
基板を再度反応室内にセットしてその反応室を減圧しなければならない。

・先行技術によるこのプロセスは、基板を反応室にリセットした後にその反応室を再度減
圧するためのエネルギと時間を要し、半導体装置の製造コストが高くなるという課題を含
んでいる。

・また、減圧状態の反応室から基板を一旦大気中に取り出すためにその反応室を大気圧
状態にするためには、大量の気体をその反応室内へ導入する必要がある。このとき、反
応室内への気体の導入に伴って基板表面には半導体装置の特性低下をもたらすような
微粉の付着が生じやすくなる。

・したがって、製造される半導体装置の特性の低下を防止するために基板の表面状態の
管理を厳しくする必要があり、これはさらに半導体装置の製造コストの上昇の原因ともな
る。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

【発明が解決しようとする課題】

・さらに、半導体結晶基板を用いる場合、その軽量性や脆弱性から、基板単体で
輸送などの取扱を安全に行なうことは容易ではない。

・また、基板単体で取扱う場合、さらに、基板の一方の主面上に形成される半導
体膜が他方の主面の周辺部にも回り込んで形成されるという課題もある。

・上述のような先行技術の課題に鑑み、本発明は、基板の両主面上に半導体膜
を形成する必要がある場合に、製造される半導体装置の特性を低下させることな
く、製造コストと製造時間を低減しかつ容易に基板の両主面上に半導体膜を形成
することを可能にする装置と方法を提供することを目的としている。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

【請求項１】

対向する２つの主面を有する基板の開放された一方の主面上に少なくとも１つの
半導体膜を減圧下で形成するための少なくとも１つの減圧反応室と、前記一方の
主面上に前記少なくとも１つの半導体膜が形成された前記基板の他方の主面が
開放面になるように前記基板を減圧下で反転するための基板反転用減圧室と、
前記反転された基板の前記他方の主面上に少なくとも１つの半導体膜を減圧下
で形成するための少なくとももう１つの減圧反応室と、前記基板を前記少なくとも１
つの減圧反応室から前記基板反転用減圧室へ輸送するとともに前記基板反転用
減圧室から前記少なくとももう１つの減圧反応室へ輸送するための基板輸送手段
とを含むことを特徴とする基板上に半導体膜を形成するための装置。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

・右図：半導体光起電力装置の断面構造が
概略的に図解されている。

・この光起電力装置には左側から光７１が
入射し、ｎ型の半導体単結晶基板７６にお
いて光電変換が生じる。

・基板７６の光入射側の前面上には、非晶
質ｉ層７５，非晶質ｐ層７４，透明電極（ＩＴＯ：
インジューム・スズ酸化物）７３，および前面
集電極７２が順次形成されている。他方、基
板７６の背面側には、非晶質ｉ層７７，非晶
質ｎ層７８，および裏面電極（アルミニウム）
７９が形成されている。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

・上図：光起電力装置における非晶質半導体層７４，７５，７７，および７８を形成するた
めに用いることができる。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

・この半導体薄膜形成装置は、基板１１を挿入するためのロード室０と、基板１１の一方の主面上に半導体膜
を形成するための第１および第２の減圧反応室１および２と、基板の開放された一方の主面上に半導体膜が
形成された他方の主面を開放面にするようにその基板を反転するための基板反転用減圧室５と、反転され
た基板のその他方の主面上に半導体膜を形成するための第３と第４の減圧反応室３および４と、両主面上
に半導体膜が形成された基板１１を大気中に取り出すためのアンロード室６とを含んでいる。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

・右図を参照して、基板反転用減圧室５内において基板の対
向する両主面を入替えるように自動的に基板を反転させる
手順について説明する。

・図（Ａ）に示されているように基板反転用減圧室５内の第１
輸送ベルト５－１ｄによって輸送された基板１１が図（Ｂ）に示
されているように第１基板反転ベルト５－１ｅ上に移った後に
所定の位置に達したときにその反転ベルト５－１ｅが停止さ
せられる。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

そして、基板１１は図示されていないマニピュレータの矢印２
Ａで表わされているような動作または図示されていないピス
トンの２Ｂで表わされているような動作によって

第２基板反転ベルト５－２ｅ側に移される（ベルト５－１ｅは基
板の両側縁を保持する１対のベルトであり、それらの１対の
ベルト間にピストン２Ｂの挿入が可能）。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

そして、基板１１は図示されていないマニピュレータの矢印２
Ａで表わされているような動作または図示されていないピス
トンの２Ｂで表わされているような動作によって

第２基板反転ベルト５－２ｅ側に移される（ベルト５－１ｅは基
板の両側縁を保持する１対のベルトであり、それらの１対の
ベルト間にピストン２Ｂの挿入が可能）。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

・膜形成時に基板１１の周辺部の裏側に回り込んで薄
膜が形成されるのを防止するとともに、膜形成時にお
ける基板の均熱性を得るために、右図に示されている
ような基板輸送用保持枠１１Ａを用いることが好ましい。

・これらの基板輸送用枠はアルミナで形成することがで
きる。

・右図（Ａ）においては、基板輸送用枠１１Ａの両面には
半導体基板と同一の寸法形状である１０センチ角で深
さ１ミリの窪み１１Ｂが形成されている。

・そして、これらの窪みは、基板の均熱性を保証するた
めに、アルミニウムによってコーティングされている。

（出典）特許3268965／三洋電機



基板上に半導体膜を形成するための装置および方法
特許3268965／三洋電機

・右図（Ｂ）の基板保持枠１１Ａにおいては、窪み１１Ｂ
が基板の右辺端部まで貫通している。

右図（Ｂ）の基板保持枠においては、右図（Ａ）の基板
保持枠に比べて基板を反転させる際の位置合わせを
容易にすることができる。

・このような基板保持枠１１Ａを用いることによって、脆
弱な基板を保護して輸送中の基板の割れを防止する
ことができる。

（出典）特許3268965／三洋電機



太陽電池の製造装置、及び太陽電池の製造方法 特許5840095／三菱電機

【発明が解決しようとする課題】

ヘテロ接合太陽電池を製造するために特許文献２に記載の連続分離プラズマ装置を
用いた場合、

半導体基板の２つの主面（表面及び裏面）のそれぞれに異なる半導体薄膜の積層体を
成膜するためには、半導体基板の一方の主面に半導体薄膜を成膜した後に、半導体
基板を反転させる工程が必要になる。

そのため、表面側、裏面側の半導体薄膜層を成膜する複数のＣＶＤ装置と、それぞれ
のＣＶＤ装置間にシリコン基板を反転させる装置が必要となる。これにより、装置コスト
の増大と製造工程の複雑化とを招き、製造コストの高騰をもたす可能性がある。

【特許文献２】特開平６－１５１９１７号公報

（出典）特許5840095／三菱電機



太陽電池の製造装置、及び太陽電池の製造方法 特許5840095／三菱電機
【請求項１】

第１の主面と前記第１の主面の反対側の第２の主面とを有する基板の前記第１の主面及び前
記第２の主面の両方が露出されるように複数の前記基板を平面的に保持する基板ホルダと、
前記基板ホルダがアノード電極側に搬入された際に、前記基板ホルダが前記アノード電極上
に接触して、前記第２の主面が発生されるべき放電から隔離され前記第１の主面が前記発生
されるべき放電に対して露出するように前記基板ホルダが載置されて、カソード電極及び前記
アノード電極の間に高周波電力を印加して第１のガスを放電させることにより前記基板の前記
第１の主面に第１の膜を成膜する前成膜室と、前記基板ホルダがアノード電極側に搬入され
た際に、前記基板ホルダが前記アノード電極上に接触して、前記第１の主面が発生されるべき
放電から隔離され前記第２の主面が前記放電に対して露出するように前記基板ホルダが載置
されて、カソード電極及び前記アノード電極の間に高周波電力を印加して第２のガスを放電さ
せることにより前記基板の前記第２の主面に第２の膜を成膜する後成膜室と、前記前成膜室
から前記後成膜室へ大気開放せずに前記基板ホルダを搬送経路の大部分において前記第１
の主面に沿った方向に搬送する搬送機構と、を備え、前記前成膜室における前記カソード電
極及び前記アノード電極の位置関係は、前記後成膜室における前記カソード電極及び前記ア
ノード電極の位置関係と逆になっており、前記搬送機構は、前記基板の前記第１の主面に
沿って前記基板ホルダを前記前成膜室から前記前成膜室及び前記後成膜室を接続する移動
室へ前記第１の主面に沿った方向に搬送し、前記移動室内で前記前成膜室の前記アノード電
極に対応した位置から前記後成膜室の前記アノード電極に対応した位置まで前記基板ホルダ
を前記第１の主面に交差する方向に移動させ、前記基板の前記第１の主面に沿って前記基板
ホルダを前記移動室から前記後成膜室へ前記第１の主面に沿った方向に搬送することを特徴
とする太陽電池の製造装置。



太陽電池の製造装置、及び太陽電池の製造方法 特許5840095／三菱電機

太陽電池の製造装置１００の構成を模式的に示す上面図である。

太陽電池の製造装置１００は、例えば、ヘテロ接合太陽電池を製造するためのインライン型プラズマＣＶ
Ｄ装置であり、複数の成膜室が複数のゲートバルブを介して直列に接続されている。

具体的には、太陽電池の製造装置１００は、太陽電池基板ホルダ６、ロード室１、第１成膜室２１、第２成
膜室２２、移動室３、第３成膜室２３、第４成膜室２４、アンロード室４、複数のゲートバルブ５－１～５－６、
及び搬送機構３０を備える。

（出典）特許5840095／三菱電機



太陽電池の製造装置、及び太陽電池の製造方法 特許5840095／三菱電機

太陽電池基板ホルダ６は、

複数の基板９－１～９－１６（右図）を各基板９における
表面９ａ及び裏面９ｂの両方（次の図参照）が露出される
ように平面的に保持する。

各基板９は、例えば、半導体（例えば、シリコン）を主成
分とする材料で形成されており、ヘテロ接合太陽電池が
形成されるように表面９ａ及び裏面９ｂの両方に互いに
異なる膜が堆積されるべき基板である。

ロード室１、第１成膜室２１、第２成膜室２２、移動室３、
第３成膜室２３、第４成膜室２４、アンロード室４は、複数
のゲートバルブ５－１～５－６を介して直列に接続されて
いる。

（出典）特許5840095／三菱電機



太陽電池の製造装置、及び太陽電池の製造方法 特許5840095／三菱電機

各基板９における表面９ａ及び裏面９ｂの両方（上図参照）が露出されるように

平面的に保持する。

各基板９は、例えば、半導体（例えば、シリコン）を主成分とする材料で形成されており、ヘ
テロ接合太陽電池が形成されるように表面９ａ及び裏面９ｂの両方に互いに異なる膜が堆
積されるべき基板である。

特許5840095／三菱電機
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略鉛直にセットされた太陽電池基板ホルダ６は、ゲートバルブ５－１が閉じた状態で、大気中からロード室１に投
入される。

ロード室１の真空引きが行われた後、ゲートバルブ５－１が開かれ、搬送機構３０は、基板９の表面９ａに沿って、
太陽電池基板ホルダ６をロード室１から第１成膜室２１へ搬送する。ゲートバルブ５－１，５－２が閉じられ、第１
成膜室２１の真空引きが行われた後、第１の成膜ガスが第１成膜室２１に導入され、太陽電池基板ホルダ６に保
持された各基板９の表面９ａに第１の膜が成膜される。

同様にして、太陽電池基板ホルダ６が搬送機構３０により順次次の成膜室へと移動されていく。各成膜室（第１
成膜室２１、第２成膜室２２、第３成膜室２３、第４成膜室２４）における成膜が終了した後に、太陽電池基板ホル
ダ６が搬送機構３０によりアンロード室４へと導かれる。アンロード室４が大気解放された後に、太陽電池基板ホ
ルダ６は、太陽電池の製造装置１００の外部へと取り出される。

（出典）特許5840095／三菱電機

図１
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図５（ａ），（ｂ），（ｃ）は、それぞれ図１中下方から第１搬送機
構３１、第２搬送機構３２、及び第３搬送機構３３を見た場合
の動作を示す図である。

第１搬送機構３１は、太陽電池基板ホルダ６を移動室３へと
移動させる。具体的には、図５（ａ）に示すように、第１搬送
機構３１は、各基板９の表面９ａに沿って、太陽電池基板ホ
ルダ６を移動させる。

すなわち、第１搬送機構３１は、太陽電池基板ホルダ６を、
第２成膜室２２におけるアノード電極８近傍の位置から、

移動室３における第２成膜室２２のアノード電極８に対応し
た位置へ移動させる。

（出典）特許5840095／三菱電機

図５
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第２搬送機構３２は、図５（ｂ）に示すように、移動室３におけ
る第２成膜室２２のアノード電極８に対応した位置にある太
陽電池基板ホルダ６を保持する。その後、第１搬送機構３１
は、太陽電池基板ホルダ６の保持を解除する。

第２搬送機構３２は、太陽電池基板ホルダ６を移動室３内で
横方向に移動させる。具体的には、第２搬送機構３２は、各
基板９の表面９ａに略垂直な方向に（例えば、図５（ｂ）紙面に
対して手前に近づく方向に）太陽電池基板ホルダ６を移動さ
せる。すなわち、第２搬送機構３２は、太陽電池基板ホルダ
６を、移動室３における第２成膜室２２のアノード電極８に対
応した位置から、移動室３における第３成膜室２３のアノード
電極８に対応した位置へ移動させる。

なお、このとき、ゲートバルブ５－３，５－４は、閉じていても
良い。

（出典）特許5840095／三菱電機

図５
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第３搬送機構３３は、図５（ｃ）に示すように、移動室３におけ
る第３成膜室２３のアノード電極８に対応した位置にある太
陽電池基板ホルダ６を保持する。

その後、第２搬送機構３２は、太陽電池基板ホルダ６の保持
を解除する。ゲートバルブ５－４を開いた状態で、第３搬送
機構３３は、太陽電池基板ホルダ６を第２成膜室２３へと移
動させる。

具体的には、図５（ｃ）に示すように、第３搬送機構３３は、各
基板９の表面９ａに沿って、太陽電池基板ホルダ６を移動さ
せる。

すなわち、第３搬送機構３３は、太陽電池基板ホルダ６を、
移動室３における第３成膜室２３のアノード電極８に対応し
た位置から、第３成膜室２３におけるアノード電極８近傍の
位置へ移動させる。

（出典）特許5840095／三菱電機

図５
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太陽電池基板ホルダ６は、移動室３内で横方向（各基板９
の表面９ａに略垂直な方向）に移動したことにより、太陽電
池基板トレー６１の開口部６１ａ側がプラズマに暴露するよう
に、太陽電池基板ホルダ６はアノード電極８近傍に配置され
る。

そして、ゲートバルブ５－４，５－５を閉じて第３成膜室２３内
を真空引きした後、ｉ型非晶質シリコン層を成膜するためプ
ロセスガスとしてシランガスと水素ガスとが第３成膜室２３内
に導入される。

（出典）特許5840095／三菱電機

図５
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（ｄ）フォトリソグラフイを用いない
ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の製造方法の創出／特開2018-011075

【課題】

光電変換効率に優れたヘテロ接合バックコンタクト型の構造を有する
太陽電池を、簡便なプロセスで、かつ、低コストで製造可能な製造方
法と、ｐｎ接合領域の幅を広く取り、ｎ領域の幅を可能な限り狭く取れ
るような製造方法を提供する。

【解決手段】

ｎ型単結晶シリコン１の一面側に、ｉ型とｐ型のアモルファスシリコン膜
５、７から成る第１の積層膜を形成し、積層膜に所定のパターンを有
する開口を形成し、開口にｉ型とｎ型のアモルファスシリコン膜４、６か
ら成る第２の積層膜を形成し、第１及び第２の積層膜の上に透明導
電膜９を形成し、第１及び第２の積層膜の間を絶縁溝１２ａで分離し、
電極を形成する。
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【発明が解決しようとする課題】

本発明者は、従来の技術を用いる限り、低コストで、かつ、高効率のヘテロ接合
バックコンタクト型太陽電池を製造することができないという問題がある、ことを見
出した。

即ち、例えば、特許文献４（特開２０１６－４６３６２ ）に記載のような技術は、製造工
程にリソグラフイ（写真製版技術）を２回、使う方法であることを特徴とするので、製
造工程が複雑で、かつ、煩雑である。

そのため、低コストの太陽電池の製造には不適である、という問題がある。

製造工程にリソグラフイ（写真製版技術）を使わないで、かつ、単純な工程から成
る低コストの太陽電池製造技術として開発された特許文献１ （特開２００８－８５３７
４ ）及び３ （特許第５７７４２０４ ）に記載の技術では、ヘテロ接合バックコンタクト型
太陽電池の製造において、高校効率化を図る際の必須条件であるｎ領域の幅の
短縮化ができないという問題、を有している。その問題は次の通りである。
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即ち、従来技術の代表的技術である、特許文献１（特開２００８－８５３７４ ）及
び３（特許第５７７４２０４ ）に記載の技術では、プラズマＣＶＤ法によるアモル
ファスシリコンの製膜に際し、製膜する領域を選択的に露出させるために、

図１０に示す櫛歯型電極と同様の形状を有するマスクを用いる。ｎ領域の幅の
短縮化を実現できる条件では、この櫛歯型電極と同様の形状のマスクは、そ
の幅が狭くて、かつ、長い帯状の形を有するので、機械的強度が弱く、ふにゃ
ふにゃとなる。

その結果、遮蔽すべき領域を遮蔽することができない、という重大な問題があ
る。機械的強度を強くするために、即ち、剛性を高くするために、例えば、幅方
向に対して直交する方向の寸法を長くした場合でも、製膜時に基板温度が高
温に、例えば、１５０℃ないし２５０℃に設定されるので、使用されるマスクは、
室温状態から熱膨張で伸びて変形し、遮蔽すべき場所がずれるので、遮蔽す
べき領域を遮蔽できないという問題が生じる。
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また、特許文献２（特開２０１２－２４３７９７ ）に記載の技術では、金属電極
（前記第１電極と第２電極）とアモルファスシリコン膜の接続面に透明導電膜
が形成されないので、接触抵抗が大きくなり、高い光電変換効率の実現に
は困難が伴うという、問題がある。

さらに、特許文献２に記載の技術では、レーザ照射で形成したパターンにｉ型
アモルファスシリコン膜とｎ型アモルファスシリコン膜をこの順で製膜するが、
集電用のｐ型電極の表面にも製膜される。そのため、次に示すような問題が
生じる。

即ち、ｐ型電極とｎ型電極を分離するために行う前記ｐ型電極とｎ型電極をマ
スクとしてウエットエッチングする工程において、前記ｐ型電極の上に製膜さ
れたｉ型アモルファスシリコン膜とｎ型アモルファスシリコン膜を除去する必要
がある。
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そこで、本発明は、従来のヘテロ接合バックコンタクト型構造の太陽電池の製
造方法が有する上記諸問題を解決可能な、ヘテロ接合バックコンタクト型太陽
電池の製造方法を提供することを目的とする。

即ち、光電変換に優れたヘテロ接合バックコンタクト型の構造を有する太陽電
池を、簡便なプロセスで、かつ、低コストで製造可能な製造方法を提供すること、
そして、ｐｎ接合領域の幅を広く取り、ｎ領域の幅を可能な限り狭く取れるような
製造方法を提供することを目的とする。
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【請求項１】 ｎ型結晶系シリコン基板の一面側に、第１のｉ型アモルファス系シリ
コン膜とｐ型アモルファス系シリコン膜から成る第１の積層膜を形成し、前記第１
の積層膜の一部の領域を除去して所定のパターンを有する開口を選択的に形
成し、前記開口に第２のｉ型アモルファス系シリコン膜とｎ型アモルファス系シリ
コン膜から成る第２の積層膜を形成し、前記第１の積層膜と前記第２の積層膜
の上に透明導電膜を形成し、前記第１の積層膜の上に形成された前記透明導
電膜と前記ｐ型アモルファス系シリコン膜から成る第１領域と、前記第２の積層
膜の上に形成された前記透明導電膜と前記ｎ型アモルファス系シリコン膜から
成る第２領域を電気的に分離する絶縁溝を形成し、前記第１の積層膜の上に
形成された前記透明導電膜の上に第１の金属膜を形成し、前記第２の積層膜
の上に形成された前記透明導電膜の上に第２の金属膜を形成するようにしたこ
とを特徴とする太陽電池の製造方法。
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【請求項２】 ｎ型結晶系シリコン基板の一方の面に第１のｉ型アモルファス系シリコン膜を形成
する第１工程と、前記第１工程で形成した第１のｉ型アモルファス系シリコン膜の上にｐ型アモ
ルファス系シリコン膜を形成する第２工程と、前記第１のｉ型アモルファス系シリコン膜と前記ｐ
型アモルファス系シリコン膜からなる第１の積層膜の一部の領域を除去して所定のパターン
を有する開口を選択的に形成する第３工程と、前記第３工程で形成された所定のパターンを
有する前記開口と略同じパターンの開口を有する遮蔽マスクを用意し、前記遮蔽マスクを前
記開口が露出されるように配置したプラズマＣＶＤ法により前記第３工程で形成された前記開
口に第２のｉ型アモルファス系シリコン膜を形成する第４工程と、前記第４工程で用いられた前
記遮蔽マスクと同様の遮蔽マスクを前記第４工程と同様に用いたプラズマＣＶＤ法により、前
記第４工程で形成された第２のｉ型アモルファス系シリコン膜の上にｎ型アモルファス系シリコ
ン膜を形成する第５工程と、前記第３工程において前記開口を形成した後に残存する前記ｐ
型アモルファス系シリコン膜と前記第５工程で形成されたｎ型アモルファス系シリコン膜の上に、
透明導電膜を形成する第６工程と、電力取り出し用の電極を形成するために、前記第３工程
において前記開口を形成した後に残存する前記ｐ型アモルファス系シリコン膜と前記第６工程
で形成された前記透明導電膜とから成る第１領域と、前記第５工程で形成されたｎ型アモル
ファス系シリコン膜と前記第６工程で形成された前記透明導電膜とから成る第２領域との間に、
絶縁溝を形成する第７工程と、前記絶縁溝で分離された前記第１領域の前記透明導電膜と
前記第２領域の前記透明導電膜の上に金属膜を形成する第８工程と、を備え、この順に行う
ことを特徴とする、請求項１に記載の太陽電池の製造方法。
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【請求項３】前記絶縁溝は、前記第１領域の前記透明導電膜の表面と前記第２
領域の前記透明導電膜の表面に開口を有し、前記第２のｉ型アモルファス系シ
リコン膜の内部に底面を有することを特徴とする、請求項１あるいは請求項２に
記載の太陽電池の製造方法。

【請求項４】前記第１のｉ型アモルファス系シリコン膜の形成と前記ｐ型アモル
ファス系シリコン膜の形成に、プラズマＣＶＤ法を用いることを特徴とする、請求
項１から請求項３のいずれか１項に記載の太陽電池の製造方法。

【請求項５】前記第１のｉ型アモルファス系シリコン膜の形成に、触媒化学気相
堆積法を用いることを特徴とする、請求項１から請求項３のいずれか１項に記
載の太陽電池の製造方法。
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【請求項６】前記透明導電膜は、酸化インジウム錫、酸化錫、酸化亜鉛、酸化
チタンのいずれか一種を含むことを特徴とする、請求項１から請求項５のいず
れか１項に記載の太陽電池の製造方法。

【請求項７】前記透明導電膜の形成に反応性スパッタリング法を用いることを
特徴とする、請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の太陽電池の製造
方法。

【請求項８】前記ｎ型をｐ型に、前記ｐ型をｎ型に入れ替えたことを特徴とする、
請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の太陽電池の製造方法。
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【発明の効果】

本発明によれば、光電変換に優れたヘテロ接合バックコンタクト型の構造を有
する太陽電池を、簡便なプロセスで、かつ、低コストで製造可能という、効果を
奏する。
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図１は、本発明の第１の実施形態に係わる
太陽電池の製造方法により形成される太陽
電池を説明するための模式的な構造図であ
り、同図（ａ）は平面図で、同図（ｂ）は同図
（ａ）のＸ１－Ｘ１の断面図である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、 ２・・・ｉ型アモル
ファスシリコン膜、 ３・・・光反射防止膜、 ４・・・第
２のｉ型アモルファスシリコン膜、 ５・・・第１のｉ型
アモルファスシリコン膜、 ６・・・ｎ型アモルファス
シリコン膜、 ７・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、
８・・・第２の透明導電膜、 ９・・・第１の透明導電
膜、 １０・・・第２の集電電極、 １１・・・第１の集電
電極、 １２、１２ａ・・・絶縁溝、 １３・・・透明導電膜、
１４・・・開口、 １５・・・ｎ型の単結晶シリコン基板
の表面、 １６・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の裏
面、
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図２は、本発明の第１の実施形態に
係わる太陽電池の製造方法を説明
するための、製造途中の太陽電池の
模式図であり、結晶系シリコン基板で
あるｎ型の単結晶シリコン基板１の平
面図（ａ）と同図（ａ）に示されるＸ２－Ｘ
２ラインの断面図（ｂ）である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・ｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ３・・・光反射防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファス
シリコン膜、５・・・第１のｉ型アモルファスシリコン膜、６・・・ｎ
型アモルファスシリコン膜、７・・・ｐ型アモルファスシリコン
膜、 ８・・・第２の透明導電膜、９・・・第１の透明導電膜、１
０・・・第２の集電電極、１１・・・第１の集電電極、１２、１２
ａ・・・絶縁溝、１３・・・透明導電膜、１４・・・開口、１５・・・ｎ
型の単結晶シリコン基板の表面、１６・・・ｎ型の単結晶シリ
コン基板の裏面、
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図３は、本発明の第１の実施形態に係わる
太陽電池の製造方法を説明するための、製
造途中の太陽電池の模式図であり、レーザ
照射により形成された開口を示す平面図
（ａ）と同図（ａ）に示されるＸ３－Ｘ３ラインの
断面図（ｂ）である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・ｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ３・・・光反射防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファス
シリコン膜、５・・・第１のｉ型アモルファスシリコン膜、６・・・ｎ
型アモルファスシリコン膜、７・・・ｐ型アモルファスシリコン
膜、 ８・・・第２の透明導電膜、９・・・第１の透明導電膜、１
０・・・第２の集電電極、１１・・・第１の集電電極、１２、１２
ａ・・・絶縁溝、１３・・・透明導電膜、１４・・・開口、１５・・・ｎ
型の単結晶シリコン基板の表面、１６・・・ｎ型の単結晶シリ
コン基板の裏面、
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図４は、本発明の第１の実施形態に係
わる太陽電池の製造方法を説明するた
めの、プラズマＣＶＤによるアモルファス
シリコン膜形成の際に用いる遮蔽マス
クを示す平面図（ａ）と同図（ａ）に示され
るＸ４－Ｘ４ラインの断面図（ｂ）である。

１７・・・第１の遮蔽マスクの開口、
１８・・・第１の遮蔽マスク、 １９・・・
第２の遮蔽マスクの開口、 ２０・・・
第２の遮蔽マスク、 ２７・・・レーザ
ビーム。
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図５は、本発明の第１の実施形態に
係わる太陽電池の製造方法を説明す
るための、プラズマＣＶＤにより形成さ
れたｎ領域を構成する第２のｉ型アモル
ファスシリコン膜４とｎ型アモルファス
シリコン膜６を示す断面図である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、
２・・・ｉ型アモルファスシリコン膜、
３・・・光反射防止膜、４・・・第２のｉ型
アモルファスシリコン膜、５・・・第１のｉ
型アモルファスシリコン膜、６・・・ｎ型
アモルファスシリコン膜、７・・・ｐ型ア
モルファスシリコン膜、
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図６は、本発明の第１の実施形態
に係わる太陽電池の製造方法を
説明するための、スパッタリング
法により形成された透明導電膜１
３を示す断面図である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・
ｉ型アモルファスシリコン膜、３・・・光反
射防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファス
シリコン膜、５・・・第１のｉ型アモルファ
スシリコン膜、６・・・ｎ型アモルファスシ
リコン膜、７・・・ｐ型アモルファスシリコ
ン膜、

１３・・・透明導電膜、
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図７は、本発明の第１の実施形態
に係わる太陽電池の製造方法を
説明するための、レーザビーム照
射による絶縁溝１２の形成におけ
るレーザ照射領域を示す断面図で
ある。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、
２・・・ｉ型アモルファスシリコン膜、
３・・・光反射防止膜、４・・・第２のｉ型
アモルファスシリコン膜、５・・・第１のｉ
型アモルファスシリコン膜、６・・・ｎ型
アモルファスシリコン膜、７・・・ｐ型ア
モルファスシリコン膜、２７・・・レーザ
ビーム。
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図８は、本発明の第１の実施形態に
係わる太陽電池の製造方法を説明
するための、レーザビーム照射により
形成された絶縁溝１２を示す断面図
である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・ｉ
型アモルファスシリコン膜、３・・・光反射
防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ５・・・第１のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ６・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、
７・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、８・・・
第２の透明導電膜、９・・・第１の透明導
電膜、１０・・・第２の集電電極、１１・・・第
１の集電電極、１２、１２ａ・・・絶縁溝、
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図９は、本発明の第１の実施形
態に係わる太陽電池の製造方
法を説明するための、スクリーン
印刷法で形成された第１の集電
電極１１及び第２の集電電極１０
を示す断面図である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・ｉ
型アモルファスシリコン膜、３・・・光反射
防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ５・・・第１のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ６・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、
７・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、８・・・
第２の透明導電膜、９・・・第１の透明導
電膜、１０・・・第２の集電電極、１１・・・第
１の集電電極、１２、１２ａ・・・絶縁溝、
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図１０は、本発明の第２の実施形
態に係わる太陽電池の製造方法
を説明するための、レーザビーム
照射により形成される絶縁溝を説
明する模式的な断面図である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・ｉ
型アモルファスシリコン膜、３・・・光反射
防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ５・・・第１のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ６・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、
７・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、８・・・
第２の透明導電膜、９・・・第１の透明導
電膜、１０・・・第２の集電電極、１１・・・第
１の集電電極、１２、１２ａ・・・絶縁溝、
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図１１は、本発明の第２の実施
形態に係わる太陽電池の製造
方法を説明するための、スク
リーン印刷法で形成された第１
の集電電極１１及び第２の集電
電極１０を示す断面図である。

１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２・・・ｉ
型アモルファスシリコン膜、３・・・光反射
防止膜、４・・・第２のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ５・・・第１のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ６・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、
７・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、８・・・
第２の透明導電膜、９・・・第１の透明導
電膜、１０・・・第２の集電電極、１１・・・第
１の集電電極、１２、１２ａ・・・絶縁溝、
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【背景技術】

例えば、非特許文献１及び２には、次のことが記載されている。即ち、プラズマＣＶＤにより
シリコン基板の表面や裏面にｉ型アモルファスシリコン膜やＳｉＮｘ膜を形成すると、基板表
面に存在する欠陥密度を激減させる。

基板表面に存在する欠陥密度が激減すると、光吸収により生成されたキャリア（正孔・電
子）の欠陥密度による再結合が防止され、光電変換効率を大幅に向上させることができる。

しかしながら、現状のＲＦプラズマＣＶＤ装置、即ち、電極形状が平行平板型で、電源周波
数が１３．５６ＭＨｚである容量結合型プラズマＣＶＤ装置によるｉ型アモルファスシリコン膜
やＳｉＮｘ膜等のパッシベーション膜の形成では、ＲＦプラズマの特徴（電子温度が高いこと、
プラズマ電位が高いこと）に起因するシリコン基板へのイオン衝撃が大きいために、充分
なパッシベーション効果が得られない、という問題を抱えている。

なお、シリコン基板へのイオン衝撃によるイオンダメージは、基板表面の欠陥密度を増大
させるので、パッシベーション効果が発揮されない。

・非特許文献１：神岡武文、立花福久、大下祥雄、結晶シリコン太陽電池におけるパッシ
ベーション技術、Ｊ．Ｐｌａｓｍａ Ｆｕｓｉｏｎ Ｒｅｓ．Ｖｏｌ．９１，Ｎｏ．５（ ２０１５），３５４－３５９．

・非特許文献２：近藤道雄、藤原裕之、斎藤忠、シリコン系太陽電池の高効率化・量産化を
担うプラズマ技術の最前線、Ｊ．Ｐｌａｓｍａ Ｆｕｓｉｏｎ Ｒｅｓ．Ｖｏｌ．８５，Ｎｏ．８（２００９），４９９
－５０８．
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なお、プラズマ励起周波数がＶＨＦ帯域（３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚ）であるＶＨＦプラズマＣ
ＶＤは電子温度が低く、プラズマ電位が低いので、基板に与えるイオンダメージは、ＲＦ
プラズマＣＶＤに比べて、格段に小さいということは、一般に知られている。

●多結晶シリコン太陽電池のパッシベーション膜１０６、例えば、窒化シリコン膜（ＳｉＮ
ｘ）及び反射防止膜１０４、例えば、窒化シリコン膜（ＳｉＮｘ）の膜を、同時に製膜できれ
ば、即ち、両面の同時製膜ができれば、製膜の工程が１つ減ることから、太陽電池の
製造時間が短縮され、かつ、プラズマＣＶＤ装置が１つ減らせることから、製造コストの
低減に貢献できるのであるが、従来技術において、基板１００の両面への同時製膜が
できない。

●ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池のｎ型結晶シリコン基板２００の表面及び裏
面のｉ型アモルファスシリコン膜２０１の膜を、同時に製膜できれば、即ち、両面の同時
製膜ができれば、製膜の工程が１工程減ることから、太陽電池の製造時間が短縮され、
かつ、プラズマＣＶＤ装置が１つ減らせることから、製造コストの低減に貢献できるので
あるが、従来技術において、基板２００の両面への同時製膜ができない。
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プラズマＣＶＤによる基板の表面
と裏面への同時製膜に関し、特許
文献２（特許４４９６４０１ ）に記載
の技術がある。

しかしながら、特許文献２に記載
の技術は、以下に示す問題があ
り、実用サイズ（基板サイズ１０ｃ
ｍｘ１０ｃｍ程度以上）の結晶シリ
コン系太陽電池用のアモルファス
シリコン薄膜の形成には、利用で
きない。
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特許文献２ （特許４４９６４０１ ）に記載のプラ
ズマＣＶＤ装置の一対の電極の間の電気力線
を、模式的に図１４に示す。図１４において、開
口部の領域と開口部でない領域での電気力
線の分布は全く異なっている。

開口部の領域では電気力線の単位面積当た
り本数が少なく、開口部のない領域では開口
部の領域よりも、電気力線の数が多い。開口
部でない領域の電界は強く、開口部の領域の
電界は弱いことを意味している。

このことは、一様な強さのプラズマが発生され
ないということを、示している。一様な強さの
プラズマが発生できないということは、薄膜形
成の際に、一様な製膜速度が得られないとい
うことであり、成膜される薄膜の厚みの分布が
著しく悪いということを意味する。即ち、厚み分
布が一様な薄膜は形成できない、ということで
ある。
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【発明が解決しようとする課題】

結晶系シリコン太陽電池の分野では、例えば、ｉ型アモルファスシリコンや窒化シリコン
（ＳｉＮｘ）等のパッシベーション膜あるいは反射防止膜を基板の両面に、同時に製膜し、
工程数を削減し、製造コストの低減を図りたいというニーズがあるが、従来技術ではそ
れに対応できない、という課題がある。

特に、ヘテロ接合バックコンタクト型構造の太陽電池の製造において、アモルファスシリ
コン系の薄膜を作製する工程が数多くあることから、ｉ型アモルファスシリコン膜、ｐ 型ア
モルファスシリコン、ｎ型アモルファスシリコン及びパッシベーション膜等の高品質化と、
両面製膜が可能なプラズマＣＶＤに対する強いニーズがあるが、従来技術ではそれに対
応できない、という課題がある。

そこで、本発明は、シリコン基板の表面と裏面にいろいろの薄膜を形成するプラズマＣＶ
Ｄ装置並びに結晶シリコン系太陽電池及びこれを作製するプラズマＣＶＤ法を提供する
ことを目的とする。
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【請求項１】排気系を備えた反応容器と、前記反応容器に原料ガスを供給する原料ガ
ス供給手段と、互いに対向して設置された非接地電極と接地電極から成る少なくとも
一対の電極と、前記一対の電極に高周波電力を供給し前記一対の電極間に高周波
プラズマを発生させる電力供給手段と、被製膜基板が載置される基板保持手段とを有
し、前記非接地電極と前記接地電極は、それぞれ原料ガスを噴出する複数の原料ガ
ス噴出孔を備え、前記基板保持手段は、誘電体で構成され、前記被製膜基板と略一
致した形状を有する貫通孔を少なくとも１以上有するとともに、前記一対の電極の略中
間に配置されることを特徴とするプラズマＣＶＤ装置。

【請求項２】前記基板保持手段は、略平板形の誘電体で構成されることを特徴とする
請求項１に記載のプラズマＣＶＤ装置。

【請求項３】前記貫通孔の開口の周辺に、前記被製膜基板を保持するための基板保
持部が設けられることを特徴とする請求項１あるいは請求項２に記載のプラズマＣＶＤ
装置。
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【請求項４】前記非接地電極に前記電力供給手段から電力を供給するための少なく
とも１以上の第１の給電点を設け、前記接地電極に前記電力供給手段から電力を供
給するための少なくとも１以上の第２の給電点を設け、前記電力供給手段から前記
第１の給電点と前記第２の給電点に供給される電力の電圧の位相差が１８０°であ
ることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装
置。

【請求項５】前記電力供給手段は、高周波電源、インピーダンス整合器、平衡不平
衡変換器、第１及び第２の同軸ケーブル、第１及び第２の真空用電流導入端子、第１
及び第２の真空用同軸ケーブル及び第１及び第２の導電体で構成され、前記平衡不
平衡変換器の一方の出力端子は、第１の同軸ケーブル、第１の真空用電流導入端
子、第１の真空用同軸ケーブル及び第１の導電体を介して第１の給電点に接続され、
他方の出力端子は、第２の同軸ケーブル、第２の真空用電流導入端子、第２の真空
用同軸ケーブル及び第２の導電体を介して第２の給電点に接続されるとともに、前
記第１及び第２の真空用同軸ケーブルの外皮導体同士が少なくともそれぞれの両端
部で短絡されていることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の
プラズマＣＶＤ装置。
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【請求項６】前記高周波電源の出力の周波数は、３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚの範囲にあ
ることを特徴とする請求項５に記載のプラズマＣＶＤ装置。

【請求項７】前記第１及び第２の真空用同軸ケーブルの外皮導体を磁性体で覆い、
かつ、電気的に短絡させるようにしたことを特徴とする請求項５あるいは請求項６に
記載のプラズマＣＶＤ装置。

【請求項８】前記非接地電極の前記第１の給電点に対向する前記非接地電極の端
部に、キャパシタンスを調整する位相調整器と電気的に接続するための少なくとも
１以上の第１の接続点を設け、前記接地電極の第２の給電点に対向する前記接地
電極の端部に、前記キャパシタンスを調整する位相調整器と電気的に接続するた
めの少なくとも１以上の第２の接続点を設け、前記第１の接続点及び前記第２の接
続点と前記位相調整器を導電体で接続し、前記位相調整器により前記電力供給手
段から前記第１の給電点と前記第２の給電点に供給される電力の前記非接地電極
の端部及び前記接地電極の端部における反射波の位相を調整するようにしたこと
を特徴とする請求項４から請求項７のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置。
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【請求項９】請求項１から請求項８までのいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置に
よって形成される薄膜を含んでなることを特徴とする結晶シリコン系太陽電池。

【請求項１０】排気系を備えた反応容器と、前記反応容器に原料ガスを供給する原料
ガス供給手段と、互いに対向して設置された非接地電極と接地電極から成る少なくと
も一対の電極と、前記一対の電極に高周波電力を供給し前記一対の電極間に高周
波プラズマを発生させる電力供給手段と、被製膜基板が載置される基板保持手段と
を備えたプラズマＣＶＤ装置を用いるプラズマＣＶＤ方法において、前記被製膜基板と
略一致した形状を有する貫通孔を少なくとも１以上有し、前記貫通孔の開口の周辺に、
前記被製膜基板を保持するための基板保持部が設けられた誘電体製の基板保持手
段を用意し、前記誘電体製の基板保持手段を前記非接地電極と前記接地電極の略
中間領域に配置し、前記誘電体製の基板保持手段に被製膜基板を載置して、前記非
接地電極に備えられた複数の原料ガス噴出孔と前記接地電極に備えられた複数の
原料ガス噴出孔から原料ガスを噴出させて、所定の条件でプラズマを生成し、前記被
製膜基板の両面に薄膜を堆積させるようにしたことを特徴とするプラズマＣＶＤ法。
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【発明の効果】

本発明により、従来困難視されていたプラズマＣＶＤによる基板両面の同時製膜が可
能になる、という効果を奏する。光電変換効率に優れたヘテロ接合バックコンタクト型
構造の太陽電池のアモルファスシリコン系薄膜を、シリコン基板の両面に、同時に製
膜可能なプラズマＣＶＤ装置及びプラズマＣＶＤ法が得られたので、製膜工程を削減
することが可能となり、製造コストの低減に貢献できるという、効果を奏する。また、プ
ラズマＣＶＤ装置の設置台数を削減可能となり、装置導入費用の削減に、貢献できる、
という効果を奏する。
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１・・・反応容器、 ２・・・非接地電極、 ３・・・接
地電極、 ４ａ・・・第１の排気孔、 ４ｂ・・・第２
の排気孔、 ５ａ・・・第１の原料ガス供給管、
５ｂ・・・第２の原料ガス供給管、 ６ａ・・・第１
の原料ガス噴出孔、 ６ｂ・・・第２の原料ガス
噴出孔、 ７・・・基板保持手段を保持する基
板棚、 ８・・・基板保持手段、 １０・・・高周波
電源、 １１・・・インピーダンス整合器、 １
２・・・電力分配器、平衡非平衡変換器、 １３
ａ、１３ｂ・・・同軸ケーブル、 １４ａ、１４ｂ・・・真
空用同軸型電流導入端子、 １５ａ、１５ｂ・・・
真空用同軸ケーブル、 １６ａ・・・第１の給電
点、 １６ｂ・・・第２の給電点、
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１７ａ、１７ｂ・・・導電体、 ２０ａ、２
０ｂ・・・排気管、 ２２、３５、３
６・・・被製膜基板、 ２６・・・貫通
孔、 ２７・・・コーナー部座繰り、
２２－ａ、２２－ｂ・・・ｉ型アモル
ファスシリコン膜、 ３７・・・導電体、
３８・・・磁性体、４０・・・位相調
整器、 ４１ａ、４１ｂ・・・同軸ケー
ブル、 ４２ａ、４２ｂ・・・真空用同
軸型電流導入端子、 ４３ａ、４３
ｂ・・・真空用同軸ケーブル、 ４４
ａ、４４ｂ・・・導電体、 ４５ａ・・・第
１の接続点、 ４５ｂ・・・第２の接
続点。
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１・・・反応容器、 ２・・・非接地電極、
３・・・接地電極、 ４ａ・・・第１の排気孔、
４ｂ・・・第２の排気孔、 ５ａ・・・第１の原料
ガス供給管、 ５ｂ・・・第２の原料ガス供給
管、 ６ａ・・・第１の原料ガス噴出孔、 ６
ｂ・・・第２の原料ガス噴出孔、 ７・・・基板
保持手段を保持する基板棚、 ８・・・基板
保持手段、

２０ａ、２０ｂ・・・排気管、
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２２、３５、３６・・・被製膜基板、

２６・・・貫通孔、２７・・・コーナー部座
繰り、 ２２－ａ、２２－ｂ・・・ｉ型アモル
ファスシリコン膜、

８・・・基板保持手段、
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電力供給手段から非接地電極２と接地電極３に高周波電力
が供給されると、一対の電極間に電界が発生し、プラズマ
が発生する。本発明の第１の実施形態に係わるプラズマＣ
ＶＤ装置を用いる場合、一対の電極間の電界分布は一様に
なる。その様子を模式的に図６に示す。

図６の矢印は電気力線を示す。一対の電極間に誘電体を
入れると、前記一対の電極間の静電容量は誘電体無しの
場合より大きくなるが、誘電体が板ガラスであれば、高周波
プラズマの発生という観点からは問題はない。

なお、シリコン系薄膜太陽電池製造におけるＶＨＦプラズマＣ
ＶＤによるアモルファスシリコン系膜の形成において、一対
の平行平板電極の間に、厚み約５ｍｍのガラス基板を設置
して一様なプラズマを生成し、一様な厚みの膜が形成され
る。図６に示す一対の電極の場合、一対の電極２、３間に、
被製膜基板２２が載置された誘電体製の基板支持手段８が
挿入されているが、被製膜基板２２がシリコンであることと、
被製膜基板２２が載置された状態での誘電体製の基板支
持手段８の断面形状が略平板形である。したがって、被製
膜基板２２が載置された状態での誘電体製の基板支持手
段８が、電気力線を大幅に曲げたり、電気力線の本数に変
化を与えたりしない。その結果、非接地電極２と接地電極３
間の電界はほぼ一様であり、一様なプラズマが生成される。
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取り出された被製膜基板２２を見ると、その基板
の非接地電極２側の面には、図７（ａ）の２２－ａの
ように、基板２２の全面にｉ型アモルファスシリコン
膜が形成されている。

他方、被製膜基板２２の接地電極３側の面には、
図７（ｂ）の２２－ｂのように、コーナー部座繰り２７
で遮蔽された部分を除き、基板全面にｉ型アモル
ファスシリコン膜が形成されている。

なお、コーナー座繰り部２７部に接した部分にｉ型
アモルファスシリコン膜が形成されていないのは、
コーナー座繰り２７による遮蔽効果によるもので
ある。

また、太陽電池のフィンガー電極模様の製膜を
行う際には、予め、その模様の遮蔽マスクを用意
し、そのマスクで被製膜基板を覆った状態で、上
述の手順でプラズマを生成させればよい。
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【背景技術】

現状のＲＦプラズマＣＶＤ装置、即ち、電極形状が平行平板型で、電源周波数が１３．
５６ＭＨｚである容量結合型プラズマＣＶＤ装置によるｉ型アモルファスシリコン膜やＳｉＮ
ｘ膜等のパッシベーション膜の形成では、ＲＦプラズマの特徴（電子温度が高いこと、
プラズマ電位が高いこと）に起因するシリコン基板へのイオン衝撃が大きいために、
充分なパッシベーション効果が得られない、という問題を抱えている。

なお、シリコン基板へのイオン衝撃によるイオンダメージは、基板表面の欠陥密度を
増大させるので、パッシベーション効果が発揮されない。

したがって、シリコン基板の表面や裏面に形成されるパッシベーション膜の機能を有
するｉ型アモルファスシリコン膜やＳｉＮｘ膜の製膜には、イオンダメージの少ないプラズ
マＣＶＤ装置の創出が必要、かつ、重要である。

イオンダメージの少ないプラズマＣＶＤ法には、プラズマ励起周波数がＶＨＦ帯域（３０
ＭＨｚ～３００ＭＨｚ）であるＶＨＦプラズマＣＶＤがある。ＶＨＦプラズマＣＶＤは電子温度
が低く、プラズマ電位が低いので、基板に与えるイオンダメージは、ＲＦプラズマＣＶＤ
に比べて、格段に小さいということは、一般に知られている。

しかしながら、波長が短いことから、プラズマを発生させる電極内部に定在波が発生
し、一様な強さのプラズマの領域は広くない。即ち、ＶＨＦプラズマＣＶＤ法を実用化す
る場合は大面積の技術が必要である、ということは一般に知られている。
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【発明が解決しようとする課題】

本発明者は、従来の技術を用いる限り、高効率のヘテロ接合バックコンタクト型太陽電
池を低コストで製造することができないという課題がある、ことを見出した。

（課題１）従来のヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法には、リソグラフ
イ（写真製版技術）を使うことにより、製造プロセスが複雑になり、製造コストの低減が
困難という課題がある。

（課題２）従来のヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法では、プラズマＣ
ＶＤ装置を用いた所要の薄膜の形成工程において、基板を載置する面積は、前記プラ
ズマＣＶＤ装置の構成部材である一対の平行平板電極の面積に制限される。即ち、従
来技術では、被製膜基板の枚数は、従来のプラズマＣＶＤ装置の構成部材である一対
の平行平板電極の面積に略等しい面積に敷き詰められるだけの数に制限される、とい
う課題がある。また、ＲＦプラズマＣＶＤ法ではプラズマダメージ（基板表面の損傷）が大
きくてパッシベーション効果が得られないので、プラズマダメージが抑制可能なＶＨＦプ
ラズマＣＶＤ装置（プラズマ励起周波数がＶＨＦ帯域：３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚのプラズマ源
を用いる）に変更する必要があるが、ＶＨＦプラズマＣＶＤ装置はＲＦプラズマＣＶＤ装置
（プラズマ励起周波数＝１３．５６ＭＨｚ）に比べて波長が短いことから、一様なプラズマ
形成の領域が広くないので、大面積の基板の処理には不向きであるという短所がある。
したがって、前記一対の平行平板電極の面積が小さくても、その面積よりはるかに広
い面積に製膜が可能という技術の創出が喫緊の課題である。
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（課題３）ヘテロ接合バックコンタクト型の構造を有する太陽電池の製造において
は、プラズマＣＶＤ法による薄膜の製膜工程が数多くあり、かつ、被製膜基板の一
面のみに製膜するので、製膜に要する時間は多大な時間となる。

即ち、受光面側にパッシベーション膜（ｉ型アモルファスシリコン）と反射防止膜（例
えば、窒化シリコン膜）の製膜で、２工程があり、しかも、基板の一面のみに製膜
している。裏面では、ヘテロ接合領域において、パッシベーション膜（ｉ型アモルファ
スシリコン）とｐ型アモルファスシリコン膜の製膜で、２工程があり、しかも、基板の
一面のみに製膜している。

更に、ｎ領域においてｉ型アモルファスシリコン膜とｎ型アモルファスシリコンシリコ
ン膜の製膜で２工程があり、しかも、基板の一面のみに製膜している。合計すると、
プラズマＣＶＤ法による薄膜の製膜工程は６工程になり、それぞれの製膜工程で
は、基板の一面のみに製膜している。

その結果、製膜に必要な装置の台数が多くなり、その導入費用が高くなるとともに、
製膜の工程数が多いので製膜に長時間を要することから、製造コストの低減が容
易でない、という課題がある。
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そこで、本発明は、

従来のヘテロ接合バックコンタクト型構造の太陽電池の製造方法が有する上記
の課題２及び課題３を解決可能な、ヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の製造
方法を提供することを目的とする。

即ち、プラズマＣＶＤ法によるアモルファス系シリコン膜の製膜面積の実質的な増
大と製膜時間の大幅な削減が可能な製造方法を提供することを目的とする。
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【請求項１】

ヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法であって、所要の薄膜をプラ
ズマＣＶＤ法で形成する工程において、一面及び他面を有し、前記一面が薄膜を
備えていない状態、あるいは、硬度の高い膜を備えている状態にあり、前記他面
が薄膜を備えていない状態、あるいは、薄膜を備えている状態にある結晶系シリ
コン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶系シリコン基板の前記一面同士が接する
ように重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶系シリコン基板のそれぞれの
他面に、所要の薄膜を製膜するようにしたことを特徴とするヘテロ接合バックコン
タクト型の太陽電池の製造方法。

【請求項２】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面が凹凸形状のテクスチャ構造を備えて
いる状態にある結晶系シリコン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶系シリコン基板
の前記他面同士が接するように重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶系
シリコン基板のそれぞれの前記一面に、ｉ型のアモルファス系シリコン膜を形成す
るようにしたことを特徴とする請求項１に記載のヘテロ接合バックコンタクト型の太
陽電池の製造方法。
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【請求項３】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面が凹凸形状のテクスチャ構造を備えて
いる状態にある結晶系シリコン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶系シリコン基板
の前記他面同士が接するように重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶系
シリコン基板のそれぞれの前記一面に、パッシベーション膜を形成するようにした
ことを特徴とする請求項１に記載のヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製
造方法。

【請求項４】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面がｉ型のアモルファス系シリコン膜を備え
ている状態にある結晶系シリコン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶系シリコン基
板の前記他面同士が接するように重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶
系シリコン基板のそれぞれの前記一面側の前記ｉ型のアモルファス系シリコン膜の
上に、反射防止膜を形成するようにしたことを特徴とする請求項１に記載のヘテロ
接合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法。
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【請求項５】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面がパッシベーション膜を備えている状態にある結晶
系シリコン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶系シリコン基板の前記他面同士が接するように
重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶系シリコン基板のそれぞれの前記一面側のパッ
シベーション膜の上に、反射防止膜を形成するようにしたことを特徴とする請求項１に記載の
ヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法。

【請求項６】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面が反射防止膜を備えている状態にある結晶系シリコ
ン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶系シリコン基板の前記一面同士が接するように重ね合
わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶系シリコン基板のそれぞれの前記他面に、ｉ型のアモル
ファス系シリコン膜を形成するようにしたことを特徴とする請求項１に記載のヘテロ接合バック
コンタクト型の太陽電池の製造方法。

【請求項７】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面が反射防止膜を備えている状態にあり、前記他面
がｉ型のアモルファス系シリコン膜を備えている結晶系シリコン基板を２枚用意し、前記２枚の
結晶系シリコン基板の前記一面同士が接するように重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の
結晶系シリコン基板のそれぞれの前記他面側のｉ型のアモルファス系シリコン膜の上に、ｐ型
のアモルファス系シリコン膜を形成するようにしたことを特徴とする請求項１に記載のヘテロ接
合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法
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【請求項８】

前記一面及び前記他面を有し、前記一面が反射防止膜を備えている状態にあり、前記他面がｉ
型のアモルファス系シリコン膜を備えている結晶系シリコン基板を２枚用意し、前記２枚の結晶
系シリコン基板の前記一面同士が接するように重ね合わせ、前記重ね合わされた２枚の結晶
系シリコン基板のそれぞれの前記他面側のｉ型のアモルファス系シリコン膜の上に、ｎ型のアモ
ルファス系シリコン膜を形成するようにしたことを特徴とする請求項１に記載のヘテロ接合バック
コンタクト型の太陽電池の製造方法。

【請求項９】

前記ヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池が、表面及び裏面を有するｎ型結晶系シリコン基
板の前記裏面の第１の領域に、第１のｉ型アモルファス系シリコン膜と、ｐ型アモルファス系シリコ
ン膜と第１の電極とをこの順に備え、前記ｎ型結晶系シリコン基板の前記裏面の第２の領域に、
第２のｉ型アモルファス系シリコン膜と、ｎ型アモルファス系シリコン膜と第２の電極とをこの順に
備え、前記第１の領域と前記第２の領域の間に前記第１の電極と前記第２の電極とを電気的に
分離する分離溝を備え、前記ｎ型結晶系シリコン基板の前記表面に反射防止膜を備えているこ
とを特徴とし、請求項１から請求項８のいずれか１項に記載のヘテロ接合バックコンタクト型の
太陽電池の製造方法で作製された太陽電池。

【請求項１０】

前記ｎ型をｐ型に、前記ｐ型をｎ型に入れ替えたことを特徴とする請求項９に記載の太陽電池。
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【発明の効果】

本発明によれば、前記課題１及び前記課題２が解決可能となり、基板処理のス
ループット増大及び製膜時間の短縮化が可能となり、ヘテロ接合バックコンタクト型
の太陽電池の製造コストの低減化が実現できる、という効果を奏する。

即ち、従来のヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製造方法では、プラズマ
ＣＶＤ装置を用いた所要の薄膜の形成工程において、基板を載置する面積は、前
記プラズマＣＶＤ装置の構成部材である一対の平行平板電極の面積に制限される
が、本発明により、前記一対の平行平板電極の面積に比べ、約２倍の面積に製膜
が可能となる。

また、従来は１枚の基板の片側面への製膜を行っていたが、本発明により、重ねら
れた２枚の外側２面への製膜が可能となり、プラズマＣＶＤ法による基板への製膜
の処理能力は従来法に比べて約２倍に向上するという、効果を奏する。

これは、基板処理のスループットが実質的に約２倍に増大するという意味である。
また、１回のプラズマ処理で、実質的に約２倍の面積の基板に製膜可能であること
から、製膜時間の短縮化という効果を奏する。そして、プラズマダメージの少ないＶ
ＨＦプラズマＣＶＤ装置を用いられるので、パッシベーション効果の高い製膜が可能
である、という効果を奏する。
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本発明の技術的概念を図１に示す。

表面と裏面を有する結晶系シリコン基板の表面を受光面とし、
前記裏面にヘテロ接合と集電電極を配置したヘテロ接合バッ
クコンタクト型の太陽電池の製造方法おいて、所要の薄膜をプ
ラズマＣＶＤ法で製膜する際に、

図１（ａ）、（ｂ）に示すように、２枚の被製膜基板３５、３６を用意
し、被製膜基板３５の一方の面３５－ａと被製膜基板３６の一方
の面３６－ａが接するように重ね合わせ、被製膜基板３５の他
方の面３５－ｂと被製膜基板３６の他方の面３６－ｂを被製膜面
にして、プラズマＣＶＤ装置のプラズマに同時に曝し、両被製膜
面３５－ｂ、３６－ｂに同時に製膜する。

そして、例えば、ｉ型アモルファスシリコン膜３５－ｃ、３６－ｃが
形成される。前記被製膜基板３５の一方の面３５－ａと被製膜
基板３６の一方の面３６－ａが接するように重ね合わせる際の
接触面は、接触による傷の影響を受けにくい状態、例えば、膜
がない状態、あるいは、窒化シリコン膜（ＳｉＮｘ膜）のように硬い
膜が形成されている状態を有するのが好ましい。
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したがって、本発明の技術的ポイントは次の通りである。

即ち、一面及び他面を有し、前記一面は硬度の低い薄膜が形成されていない状態、
あるいは、硬度の高い膜が形成された状態にある結晶系シリコン基板を２枚用意し、
前記２枚の結晶系シリコン基板のそれぞれの一面同士が接するように重ね合わせ、
前記重ね合わされた２枚の結晶系シリコン基板のそれぞれの他面に、所要の薄膜
を製膜するようにしたことを特徴とするヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の
製造方法である。

なお、被製膜基板３５の他方の面３５－ｂの製膜の場合、被製膜基板３６は被製膜
基板３５の一方の面３５－ａの遮蔽マスクとなり、他方、被製膜基板３６の他方の面３
６－ｂの製膜の場合、被製膜基板３５は、被製膜基板３６の一方の面３６－ａの遮蔽
マスクとなる、という関係にある。

その結果、被製膜基板３５の被製膜面３５－ｂと被製膜基板３６の被製膜面３６－ｂ
の両方に薄膜が形成される。

即ち、上記の方法により、前記製膜面３５－ｂ、３６－ｂへの同時製膜が可能となる
ので、プラズマＣＶＤ装置を用いた製膜工程での生産性が約２倍に向上する。また、
基板１枚当たりの製膜工程の時間数で考えれば、従来の方法に比べて、実質的に
約半分になる。
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１・・・反応容器、 ２・・・非接地電極２、
３・・・接地電極３、 ４ａ、４ｂ・・・排気孔、
６ａ、６ｂ・・・原料ガス噴出孔、 ７・・・基
板保持手段を保持する基板棚、 ８、８
ｄ・・・基板保持手段、 １０・・・高周波
電源、 １１・・・インピーダンス整合器、
１２・・・電力分配器、 １４ａ、１４ｂ・・・
真空用同軸型電流導入端子、 ２
２・・・基板、 ３５、３６・・・被製膜基板、
３５ａ、３６ａ・・・被製膜基板の一方の
面３５ｂ、３６ｂ・・・被製膜基板の他方
の面、被製膜面
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電気力線／一様
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２
０２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシリコ
ン膜、 ２０３、２０３－ｂ・・・光反射防止
膜、２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ型アモ
ルファスシリコン膜、 ２０５、２０５－
ｂ・・・第１のｉ型アモルファスシリコン膜、
２０６、２０６－ｂ・・・ｎ型アモルファスシ
リコン膜、 ２０７、２０７－ｂ・・・ｐ型アモ
ルファスシリコン膜、 ２０８・・・第２の透
明導電膜、２０９・・・第１の透明導電膜、
２１０・・・第２の集電電極、２１１・・・第
１の集電電極、２１２・・・絶縁溝、２１
３・・・透明導電膜、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、
２０２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシ
リコン膜、 ２０３、２０３－ｂ・・・光反射
防止膜、

２１４・・・開口、 ２１５、２１５－ｂ・・・ｎ
型の単結晶シリコン基板の表面、 ２１
６、２１６－ｂ・・・ｎ型の単結晶シリコン
基板の裏面、 ２１７・・・第１の遮蔽マ
スクの開口、 ２１８・・・第１の遮蔽マス
ク、 ２１９・・・第２の遮蔽マスクの開口、
２２０・・・第２の遮蔽マスク、 ２２７・・・
レーザビーム。
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、 ２０２、
２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシリコン膜、 ２
０３、２０３－ｂ・・・光反射防止膜、 ２０４、２
０４－ｂ・・・第２のｉ型アモルファスシリコン
膜、 ２０５、２０５－ｂ・・・第１のｉ型アモル
ファスシリコン膜、 ２０６、２０６－ｂ・・・ｎ型
アモルファスシリコン膜、 ２０７、２０７－
ｂ・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、 ２０８・・・
第２の透明導電膜、 ２０９・・・第１の透明導
電膜、 ２１０・・・第２の集電電極、２１１・・・
第１の集電電極、 ２１２・・・絶縁溝、２１
３・・・透明導電膜、 ２１４・・・開口、 ２１５、２
１５－ｂ・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の表
面、 ２１６、２１６－・・・ｎ型の単結晶シリコ
ン基板の裏面、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２０２、
２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシリコン膜、２
０３、２０３－ｂ・・・光反射防止膜、２０４、２
０４－ｂ・・・第２のｉ型アモルファスシリコン
膜、 ２０５、２０５－ｂ・・・第１のｉ型アモル
ファスシリコン膜、２０６、２０６－ｂ・・・ｎ型
アモルファスシリコン膜、２０７、２０７－
ｂ・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、２０８・・・
第２の透明導電膜、２０９・・・第１の透明
導電膜、２１０・・・第２の集電電極、２１
１・・・第１の集電電極、２１２・・・絶縁溝、
２１３・・・透明導電膜、２１４・・・開口、２１
５、２１５－ｂ・・・ｎ型の単結晶シリコン基板
の表面、２１６、２１６－・・・ｎ型の単結晶シ
リコン基板の裏面、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２０
２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシリコン
膜、 ２０３、２０３－ｂ・・・光反射防止膜、
２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ型アモルファス
シリコン膜、２０５、２０５－ｂ・・・第１のｉ型
アモルファスシリコン膜、２０６、２０６－
ｂ・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、２０７、
２０７－ｂ・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、
２０８・・・第２の透明導電膜、２０９・・・第
１の透明導電膜、２１０・・・第２の集電電
極、２１１・・・第１の集電電極、２１２・・・
絶縁溝、 ２１３・・・透明導電膜、２１４・・・
開口、 ２１５、２１５－ｂ・・・ｎ型の単結晶
シリコン基板の表面、２１６、２１６－・・・ｎ
型の単結晶シリコン基板の裏面、
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２１２・・・絶縁溝、２１３・・・透明導電
膜、 ２１４・・・開口、 ２１５、２１５－
ｂ・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の表
面、 ２１６、２１６－・・・ｎ型の単結晶
シリコン基板の裏面、 ２１７・・・第１
の遮蔽マスクの開口、 ２１８・・・第１
の遮蔽マスク、 ２１９・・・第２の遮蔽
マスクの開口、 ２２０・・・第２の遮蔽
マスク、 ２２７・・・レーザビーム。
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基板保持手段
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、

２２０・・・第２の遮蔽マスク、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、
２０２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシ
リコン膜、 ２０３、２０３－ｂ・・・光反射
防止膜、 ２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ
型アモルファスシリコン膜、 ２０５、２
０５－ｂ・・・第１のｉ型アモルファスシリ
コン膜、 ２０６、２０６－ｂ・・・ｎ型アモ
ルファスシリコン膜、 ２０７、２０７－
ｂ・・・ｐ型アモルファスシリコン膜、 ２
０８・・・第２の透明導電膜、 ２０９・・・
第１の透明導電膜、 ２１０・・・第２の
集電電極、 ２１１・・・第１の集電電極、
２１２・・・絶縁溝、２１３・・・透明導電
膜、 ２１４・・・開口、 ２１５、２１５－
ｂ・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の表
面、 ２１６、２１６－・・・ｎ型の単結晶
シリコン基板の裏面、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、
２０２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシ
リコン膜、２０３、２０３－ｂ・・・光反射
防止膜、２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ型
アモルファスシリコン膜、２０５、２０５
－ｂ・・・第１のｉ型アモルファスシリコン
膜、 ２０６、２０６－ｂ・・・ｎ型アモルファ
スシリコン膜、２０７、２０７－ｂ・・・ｐ型
アモルファスシリコン膜、２０８・・・第２
の透明導電膜、２０９・・・第１の透明
導電膜、２１０・・・第２の集電電極、２
１１・・・第１の集電電極、２１２・・・絶
縁溝、 ２１３・・・透明導電膜、２１４・・・
開口、 ２１５、２１５－ｂ・・・ｎ型の単結
晶シリコン基板の表面、２１６、２１６
－・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の裏
面、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２０
２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシリコン
膜、 ２０３、２０３－ｂ・・・光反射防止膜、
２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ型アモルファ
スシリコン膜、２０５、２０５－ｂ・・・第１のｉ
型アモルファスシリコン膜、２０６、２０６
－ｂ・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、２０
７、２０７－ｂ・・・ｐ型アモルファスシリコン
膜、 ２０８・・・第２の透明導電膜、２０
９・・・第１の透明導電膜、２１０・・・第２
の集電電極、２１１・・・第１の集電電極、
２１２・・・絶縁溝、２１３・・・透明導電膜、
２１４・・・開口、２１５、２１５－ｂ・・・ｎ型
の単結晶シリコン基板の表面、２１６、２
１６－・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の裏
面、

２２７・・・レーザビーム。
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、２
０２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシリコ
ン膜、 ２０３、２０３－ｂ・・・光反射防止膜、
２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ型アモルファ
スシリコン膜、２０５、２０５－ｂ・・・第１
のｉ型アモルファスシリコン膜、２０６、２
０６－ｂ・・・ｎ型アモルファスシリコン膜、
２０７、２０７－ｂ・・・ｐ型アモルファスシリ
コン膜、 ２０８・・・第２の透明導電膜、２
０９・・・第１の透明導電膜、２１０・・・第
２の集電電極、２１１・・・第１の集電電
極、２１２・・・絶縁溝、２１３・・・透明導
電膜、２１４・・・開口、２１５、２１５－
ｂ・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の表面、
２１６、２１６－・・・ｎ型の単結晶シリコン
基板の裏面、
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２０１・・・ｎ型の単結晶シリコン基板、
２０２、２０２－ｂ・・・ｉ型アモルファスシ
リコン膜、２０３、２０３－ｂ・・・光反射
防止膜、２０４、２０４－ｂ・・・第２のｉ型
アモルファスシリコン膜、２０５、２０５
－ｂ・・・第１のｉ型アモルファスシリコン
膜、 ２０６、２０６－ｂ・・・ｎ型アモルファ
スシリコン膜、２０７、２０７－ｂ・・・ｐ型
アモルファスシリコン膜、２０８・・・第２
の透明導電膜、２０９・・・第１の透明
導電膜、２１０・・・第２の集電電極、２
１１・・・第１の集電電極、２１２・・・絶
縁溝、 ２１３・・・透明導電膜、２１４・・・
開口、 ２１５、２１５－ｂ・・・ｎ型の単結
晶シリコン基板の表面、２１６、２１６
－・・・ｎ型の単結晶シリコン基板の裏
面、
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【発明が解決しようとする課題】

（課題１）従来の技術では、高い製膜処理能力（高スループット）で、プラズマダメー
ジ（イオン衝撃）が抑制されたパッシベーション膜を、形成することができない、とい
う課題がある。従来のＲＦプラズマＣＶＤ装置は、大面積の基板への製膜が可能、
即ち、製膜処理能力が高いという長所はあるが、電子温度が高く、プラズマ電位が
高いというＲＦプラズマ固有の特徴によりプラズマダメージ（基板表面の損傷）が大
きいという短所があるので、高効率のヘテロ接合バックコンタクト型太陽電池の製
造には不適である。また、従来のＶＨＦプラズマＣＶＤ装置は、電子温度が低く、プラ
ズマ電位が低いというＶＨＦプラズマ固有の特徴によりプラズマダメージ（基板表面
の損傷）が小さいという長所があるが、大面積の基板への製膜が困難、即ち、製膜
処理能力が低いという短所があるので、高効率のヘテロ接合バックコンタクト型太
陽電池の製造には不適である。

（課題２）従来技術では、基板の両面（裏面と表面）への同時製膜ができないので、
ヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電池の製造プロセスで求められるｉ型アモル
ファスシリコン膜や窒化シリコン膜（ＳｉＮｘ）等のパッシベーション膜の両面同時製膜
というニーズに対応できない、という課題がある
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【請求項１】

排気系を備えた反応容器と、前記反応容器に原料ガスを供給する原料ガス供給手段と、
互いに対向して配置される第１の非接地電極と第１の接地電極から成る第１の一対の電
極と、前記第１の一対の電極に高周波電力を供給し前記第１の一対の電極間に高周波
プラズマを発生させる第１の電力供給手段と、互いに対向して配置される第２の非接地
電極と第２の接地電極から成る第２の一対の電極と、前記第２の一対の電極に高周波電
力を供給し前記第２の一対の電極間に高周波プラズマを発生させる第２の電力供給手段
と、被製膜基板が載置される基板保持手段と、を備え、前記第１の接地電極と前記第２
の接地電極は、多数の貫通孔を有し、対向し、かつ、離間して配置され、前記第１の非接
地電極と前記第２の非接地電極は、それぞれ原料ガスを噴出する複数の原料ガス噴出
孔を有し、前記基板保持手段は、前記被製膜基板と略一致した形状を有する貫通孔を少
なくとも１以上有するとともに、前記第１の接地電極と前記第２の接地電極の略中間に配
置されることを特徴とするプラズマＣＶＤ装置。

【請求項２】

前記第１の接地電極と前記第２の接地電極は、メッシュ状金属で構成されることを特徴と
する請求項１に記載のプラズマＣＶＤ装置。
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【請求項３】

前記第１の接地電極と前記第２の接地電極は、パンチング金属板で構成されること
を特徴とする請求項１に記載のプラズマＣＶＤ装置。

【請求項４】

前記第１の接地電極と前記第２の接地電極が有する前記貫通孔の形状は、略円形
あるいは略矩形であることを特徴とする請求項１に記載のプラズマＣＶＤ装置。

【請求項５】

前記基板保持手段が有する前記貫通孔の開口の周辺に、前記被製膜基板を保持
するための基板保持部が設けられることを特徴とする請求項１から請求項４のいず
れか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置。

【請求項６】

前記第１の電力供給手段及び第２の電力供給手段の周波数は、１３．５６ＭＨｚ、２７．
１２ＭＨｚ、４０．６８ＭＨｚあるいは６０ＭＨｚであることを特徴とする請求項１から請求
項５のいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置。
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【請求項７】請求項１から請求項６までのいずれか１項に記載のプラズマＣＶＤ装置によっ
て形成される薄膜を含んでなることを特徴とする結晶シリコン系太陽電池。

【請求項８】排気系を備えた反応容器と、前記反応容器に原料ガスを供給する原料ガス
供給手段と、互いに対向して配置される第１の非接地電極と第１の接地電極から成る第１
の一対の電極と、前記第１の一対の電極に高周波電力を供給し前記第１の一対の電極間
に高周波プラズマを発生させる第１の電力供給手段と、互いに対向して配置される第２の
非接地電極と第２の接地電極から成る第２の一対の電極と、前記第２の一対の電極に高
周波電力を供給し前記第２の一対の電極間に高周波プラズマを発生させる第２の電力供
給手段と、被製膜基板が載置される基板保持手段と、を備えたプラズマＣＶＤ装置を用い
るプラズマＣＶＤ方法において、

前記第１の接地電極と前記第２の接地電極のそれぞれに多数のラジカル通過用貫通孔
を設け、前記第１の接地電極と前記第２の接地電極を対向し、かつ、離間して配置すると
ともに、前記第１の非接地電極及び前記第２の非接地電極のそれぞれに原料ガス噴出孔
を配置し、前記被製膜基板と略一致した形状を有する製膜用貫通孔を少なくとも１以上有
する基板保持手段を用意し、前記基板保持手段を前記第１の接地電極と前記第２の接地
電極の略中間に配置し、前記基板保持手段に被製膜基板を載置して、前記第１の非接地
電極に備えられた複数の原料ガス噴出孔と前記第２の非接地電極に備えられた複数の原
料ガス噴出孔から原料ガスを噴出させて、所定の条件でプラズマを生成し、前記第１の接
地電極と前記第２の接地電極のそれぞれに備えられた前記ラジカル通過用貫通孔を通過
したラジカルを用いて、前記被製膜基板の両面に薄膜を堆積させるようにしたことを特徴と
するプラズマＣＶＤ法。
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【発明の効果】

本発明により、高い製膜処理能力（高スループット）で、プラズマダメージ（イオン衝
撃）が抑制されたパッシベーション膜を、形成することが可能になった。即ち、ＲＦプラ
ズマＣＶＤが有する大面積の基板への製膜が可能で製膜処理能力が高いという長所
を保持し、かつ、プラズマダメージ（基板表面の損傷）が大きいという短所を解消する
ことが可能となった。

また、従来技術では困難である、基板の両面（裏面と表面）への同時製膜が可能と
なった。これにより、光電変換効率に優れたヘテロ接合バックコンタクト型の太陽電
池のアモルファスシリコン系薄膜をプラズマダメージ（基板表面の損傷）無しで、高ス
ループットで製造が可能であり、光電変換効率に優れたヘテロ接合バックコンタクト
型の太陽電池の製造コストの低減化に貢献できるという、効果を奏する。

また、基板の両面（裏面と表面）への同時製膜が可能となったことから、製膜工程の
削減及び生産性向上が可能となり、製造コストの低減に貢献できるという、効果を奏
する。更に、プラズマＣＶＤ装置の設置台数を削減可能となり、装置導入費用の削減
に、貢献できる、という効果を奏する。
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１・・・反応容器、２ａ、２ｂ・・・
第１及び第２の非接地電極、
３ａ、３ｂ、３ｃ、３ｄ、３ｅ、３ｆ・・・
第１、第２、第３、第４、第５及
び第６の接地電極、４ａ・・・
第１、第２、第３及び第４の排
気孔、５ａ・・・第１の原料ガス
供給管、５ｂ・・・第２の原料
ガス供給管、 ６ａ・・・第１の原
料ガス噴出孔、 ６ｂ・・・第２の
原料ガス噴出孔、 ７・・・基板
保持手段を保持する基板棚、
８、８ａ、８ｂ・・・基板保持手段、
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１０ａ、１０ｂ・・・第１及び第２
の高周波電源、１１ａ、１１
ｂ・・・第１及び第２のインピー
ダンス整合器、 １３ａ、１３
ｂ・・・第１及び第２の同軸
ケーブル、１４ａ、１４ｂ・・・第
１及び第２の真空用同軸型
電流導入端子、１５ａ、１５
ｂ・・・第１及び第２の導電体、
２２、３５、３６・・・被製膜基板、
２６・・・貫通孔、２７・・・コー
ナー部座繰り、 ２２－ａ、２２
－ｂ、３５－ｃ、３６ｃ・・・ｉ型ア
モルファスシリコン膜。
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３ａ・・・メッシュ電極

６１ａ、６２ａ・・・メッシュ電極支持
棒
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５０ａ・・・抵抗線（発熱線）

５４ａ・・・電源

５１ａ・・・絶縁材の枠
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８、８ａ、８ｂ・・・基板保持手段、

２６・・・貫通孔、

２７・・・コーナー部座繰り、
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５５ａ・・・ラジカル

５５ｂ・・・ラジカル
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２２、３５、３６・・・被製膜基板、

２２－ａ、２２ｂ・・・膜
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３ｃ・・・パンチング金属板

６５・・・ラジカル通過孔


